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要　旨

現在，経済活動のますますの国際化に伴い，国際物流

の重要性が増している．特にアジアでは，シームレスア

ジアの実現が必要であり，海陸一貫輸送のボトルネック

の解消が問題となっている．現状では，コンテナの規格

が様々であり，コンテナをトラックに積み込むコンテナ

ターミナルがボトルネックとなっている．本研究では，コ

ンテナの国際標準化によりボトルネックが解消される効

果を，市場厚の経済性で示す．具体的には，トラックとコ

ンテナの行動を，二重待ち行列を用いてモデル化し，国

際標準統一市場と，異なる規格が混在する市場での，ト

ラック企業の行動と，コンテナ所有者の行動の均衡状態

を定式化する．そして，この 2つの市場のどちらが，ト

ラック企業やコンテナ使用者にとって効率的か，また，効

率性に影響を及ぼす要因について分析する．
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1 はじめに

経済活動のますますの国際化に伴い，様々な分野において「国際標準（グローバ

ルスタンダード）」に対する関心が高まってきている．国際市場において円滑に経

済社会活動を行っていくには，貿易の障壁を取り除くことが重要である．そのため

には国際標準化により，国際間で取引される財の両立性，互換性を確保すること

で，生産や流通を効率的にしていくことが必要である1)．

ヨーロッパでは，早くから国際標準化の重要性を認識し，欧州連合（EU）を発足

させ，通貨の統一が行われ，単一市場を形成するに至った．また国際的にもヨー

ロッパ主導で標準化が進められてきた．今後はアジアでも，EUの経済規模に準ず

る経済圏を形成することが求められており，東アジアと日本間での国境障壁を取

り除く，シームレスアジアの実現が望まれている2)．

シームレスアジアは，アジアとの国際分業を進める日本企業の経済交流を中心

に，観光等の文化・社会交流が，国境を意識せずに展開されるための環境を指す．

人流に関しては，ビジネス目的の旅行等，迅速な移動ニーズに対応するための，東

アジアと日本の間の「日帰り可能圏」の形成と拡大，そして迅速な移動方法の選

択肢を増やすことを目標としている．物流に関しては，コスト削減や，ジャストイ

ンタイム，多品種少量輸送を勘案した，確実で迅速な輸送方法の選択肢を増やし，

「貨物翌日配達圏」を拡大することを目標としている．この目標を達成するには，

東アジア，日本間での物流規格の統合による，海陸一貫輸送が，必要となる．例え

ば，現在の中国と日本間の物流を見れば，コンテナを固定するシャーシが，中国国

内のトラック専用のものと，船舶専用のもの，日本国内のトラック専用のものが全

て異なっており，中国と日本の港湾におけるシャーシの付け替えに時間を費やして

いる．もし，シャーシを中国国内用と，船舶用，日本国内用で共有することができ

れば，港湾でのシャーシの付け替え時間を大幅に短縮することができる．このよう

に，東アジアの生産拠点と，日本国内の大規模物流拠点の間に，なるべく港湾の

荷役のようなボトルネックを作らないことが，シームレスアジアの実現に必要な

のである3);4)．

物流に関しては，特に国際海上輸送に対応したネットワークを作ることが重要で

ある．近年は，中国などで大量生産された製品を，コンテナで大量に輸送する需

要が増えており，今後も需要の飛躍的な増加が予想される．より大きなコンテナ
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で輸送すれば，製品一つあたりの輸送コストがより低下するので，コンテナの大

型化が進んできた．そして，主要港にガントリークレーンが設置され，より大型

なコンテナ船が接舷できるよう港湾の大水深化が進むなど，大量輸送に対応した

環境が整いつつある．

コンテナの大型化は国際標準に準じたものであり，現在では，40フィート海上コ

ンテナが，国際的には主流となっている．しかし，日本国内の陸上輸送では，主要

幹線道路の道路幅に制約があることから，比較的小さいコンテナが主流であり，そ

れに対応したトラックがほとんどである．そのため，港湾において，国際標準海

上コンテナから，国内陸上輸送用のコンテナに積み替える作業が発生する．その

結果，船舶が入港してから貨物が引き取られ陸上輸送手段で送り出されるまでの

リードタイムが，日本の税関手続きの複雑さと相まって，国際的主要港の1日に対

し，日本は数日を費やしてしまう5)．このボトルネックを解消して，国際的主要港

と同レベルのサービスを提供できるように，40フィート海上コンテナがそのまま

主要道路を走行できるように道路幅を拡幅し，40フィート海上コンテナに対応し

たトラックを増やしていかねばならない．

現在の日本の状況では，すぐに40フィート海上コンテナでの輸送に統合すること

は難しい．また，国際標準の海上コンテナも 20フィート，40フィート，45フィートの

種類があり，高さも背高コンテナが普及してくるなど，種類が様々である．日本の

国内での規格のコンテナの種類も合わせると，数十種類もあり，港湾のコンテナ

ターミナルにおいて，船舶から降ろされたコンテナと，それを積載するトラック

や，列車とのマッチングに手間が掛かる状況である．そのため，日本では，国際標

準コンテナに統一されている国と比べて，たとえ国際標準海上コンテナから，国

内陸上輸送用のコンテナに積み替える作業時間が全くかからないとしても，ミス

マッチングが起こる可能性が増え，待ち時間が増大する可能性がある3);4)．

本研究では，港湾における，コンテナ船から降ろされたコンテナがトラックに積

載されるコンテナターミナルで，規格を統一することと，異なる規格のコンテナ

を混在して扱うことの違いによって生じる，待ち時間の差に注目して，経済効率性

を検証する．そのため，国際標準統一市場と，異なる規格が混在する市場をモデ

ル化する．ここでは，コンテナを大きくして，一度の輸送量を増やすことで荷物

1単位あたりの輸送費用が減少することは研究の対象ではないので，コンテナは，

全て同じ容量であるとし，形状だけが異なるものと仮定する．
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国際標準統一市場では，コンテナと，コンテナを積載するトラックの規格は，国

際標準規格に統一されており，コンテナターミナル窓口は１つであると考えられ

る．そして，コンテナ，トラックの双方が，一本の待ち行列を作る．コンテナが到

着しなくても，トラックが到着しなくても待ち時間の増加につながる．双方の到

着率が増加すると待ち時間は減少し，サービス取引が効率化されるので，市場厚

の経済性が存在する．市場厚の経済性の視点に立てば，国際標準統一市場の方が，

効率的である．

一方，異なる規格が混在する市場では，コンテナは異なる規格のものが混在し

て到着し，トラックも，異なる規格のものが混在して到着する．コンテナをトラッ

クに積載するターミナルの市場では，コンテナ，トラック双方の規格がマッチング

することが必要であるので，規格ごとに複数の窓口が存在すると考えられる．こ

の場合，窓口1つあたりのコンテナ，トラック双方の到着率は減少する．このため，

待ち時間が増加する可能性がある．

以上のことから，これら 2種類の市場の比較は，市場厚の経済性を考慮して検討

することが必要となる．以下2では本研究の基本的な考え方を説明する．3では2

重待ち行列モデルを用いてトラック，コンテナの行動をモデル化し，国際標準統一

市場と，異なる規格が混在する市場での均衡状態を定式化する．4では2つの市場

を比較分析する．
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2 本研究の基本的な考え方

2.1 従来の研究概要

従来，標準についての研究は数多くなされてきたが，標準という用語は，必ずし

も確立した明確な定義を持つわけではなく，あいまいである6)．標準化することで

得られる効果は，末松によると，インターフェイス規約と，購買リスクの低減，販

売量増加による製品力の強化に起因すると言える7)．

インターフェイス規約の価値は，インターフェイスの採用による取引費用の削減

と，ネットワークの外部性の増大で決定される．ネットワークの外部性に関しては，

ShyやShapiroが研究しており，国際的ネットワークの外部性が存在する場合，国際

標準を採用することで，相当なポジティブフィードバックが得られることを指摘し

ている8);9)．国際物流におけるコンテナの国際標準化問題に関しても，同じ財・サー

ビスを消費する個人の数が多ければ多いほど，その財・サービスの消費から得ら

れる効用が高まる点においては，ネットワークの外部性があると言える．しかし，

この場合のネットワークの外部性とは，国際標準コンテナの場合は，単にその使用

者数が増えることによる効果というよりも，その使用により，コンテナ船から降

ろされたコンテナがトラックに積載されるコンテナターミナルでの荷役時間の短

縮に起因する効果であるといえる5)．そのため，通常のネットワークの外部性に関

する研究とは異なるモデルを考える必要がある．コンテナとトラックがマッチング

されるコンテナターミナルにおいては，より多くの貨物が集まればコンテナを運

搬するトラックもより頻繁に到着するようになり，それがさらに多くの貨物を集め

るという，市場厚の経済性が働く．スポット市場における市場厚の経済性は，松島

等10)Ä13)がタクシー市場を対象として様々な分析を行っている．本研究では，松島等

のモデルを援用し，国際貨物輸送におけるコンテナの標準化の効果が市場厚の経

済性として表現されることを説明する．

2.2 国際標準コンテナ

元々コンテナの規格は，各国ごとで決まっており，日本にも主要幹線道路の幅や，

JR貨物の車両限界を考慮して定められた国内規格がある．そのため，各国ごとに

コンテナの規格が様々であり，国際物流において，コンテナからコンテナへ，荷物

を詰め替えるのが障壁となる．そこで国際標準化機構（ISO）が国際標準のコンテ
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ナサイズを決定して，各国がそれに徐々に合わせていこうという風潮である．ISO

が定めた国際標準海上コンテナは，20フィート，40フィート，45フィートの種類があ

る．現在では，40フィート海上コンテナが，国際的には主流となっている．しかし，

日本国内の陸上輸送では，主要幹線道路の道路幅に制約があることから，比較的

小さいコンテナが主流であり，それに対応したトラックがほとんどである．そのた

め，コンテナ船から降ろされたコンテナをトラックに積み込む際に，コンテナから

コンテナへ荷物を詰め替えるのが，ボトルネックとなっている．また，同じ大きさ

のコンテナ，例えば20フィートコンテナも，国際標準規格のコンテナと，日本国内

標準コンテナで規格が異なり，そのため，規格の異なるコンテナと，トラックのミ

スマッチングが起こり，ボトルネックとなっているのが問題である．

2.3 市場厚の経済性

市場でサービス取引が成立するためには，トラックとコンテナの双方が市場を利

用しなければならない．しかし，トラックもコンテナも市場に到着するまでは，市

場の状態を完全に知ることは不可能である．トラックもコンテナも，市場の状況に

関する不確実な憶測に基づいて，市場を利用するかどうかを決定する．トラックが

市場を利用するためには，走行費用が必要である．また，市場に先着者がいれば，

待ち行列に加わり，順番を待つ必要がある．このように市場ではトラックとコンテ

ナの間に取引が成立するために，トラック，コンテナのいずれも，走行費用や待ち

費用を負担することが必要となる．本研究では，トラックサービスの取引を成立さ

せるためにトラックとコンテナが負担するこれらの費用を，取引費用と呼ぶ．

このような不完全な憶測と，取引費用が原因となり，市場における取引において

金銭的外部経済が発生する．すなわち，トラックとコンテナが互いにより頻繁に市

場に到着すれば，互いに相手にとって外部的な利得を与えるという市場厚の経済

性が存在する．トラックとコンテナが互いに需要と供給の増加を予想すれば，この

ような予想は，実際に需給を増加させ，そこに市場厚の経済性が働き，予想は現

実のものとなる．同様の理由により，低い需給関係に関する予想も自己実現的で

ある．このように，情報の不完全性と取引費用を要する市場では，戦略的外部性

が働くため，市場にはポジティブなフィードバックによる乗数効果が働く．特に，ト

ラックやコンテナが同質的である限り，このような外部性に起因して市場規模が大

きいほどより効率的にサービス取引が行われる．
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2.4 本研究の目標

以上のように，国際物流において国際標準を採用することは，コンテナとトラッ

クのコンテナターミナル市場の窓口を1つにする効果であるといえる．国際標準を

採用するには，固定費用が必要である．また，市場厚の経済性の効果も発生する．

本研究では，国際標準統一市場と，異なる規格が混在する市場でのサービス取引

を，2重待ち行列を用いてモデル化する．そして，この 2つのどちらの市場が，ト

ラック企業やコンテナ使用者にとって効率的か，また，効率性に影響を及ぼす要因

は何かを分析する．
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3 市場均衡

3.1 トラック企業とコンテナ所有者の基本行動モデル

本研究では，港湾での，コンテナ船から降ろされたコンテナがトラックに積載さ

れるコンテナターミナル市場をモデル化して考える．

まず本節では，単一窓口を有する市場における，1種類のトラックを有するトラッ

ク企業と，1種類のコンテナの所有者の行動をモデル化する．単一窓口では，トラッ

クとコンテナの双方が単一の待ち行列を形成する．のちに，複数の窓口を設置し

た場合もとりあげるが，基本的には単一窓口のモデルを利用することになる．

長期的には，市場へのトラック企業，コンテナ所有者の新規参入，撤退が生じ，

トラックとコンテナの平均到着率ñ; ïが変化する．トラック企業は，利潤が最大とな

るようにトラックを送り込む．コンテナ所有者は，期待効用が正となる場合に，こ

の市場を利用する．そして長期的には市場におけるトラックとコンテナの平均到

着率が同時にある均衡水準に収束する．

3.1.1 トラック企業の基本行動モデル

トラック企業は，トラックを制約なく所有しており，企業の利潤を最大にするよ

うに，トラックを市場に送り出す．トラックの到着率をñ，コンテナの到着率をïと表

す．いずれのタイプのトラックもトラック企業から送り出されれば，必ず待ち行列

に並ぶと仮定する．企業の利潤ôの最大化行動は

max
ñ;p

ô= pïÄñS(ï; ñ)Äñc (3.1)

と表せる．ここで，S(ï;ñ)はトラックの待ち時間でï; ñの関数となる．待ち時間S(ï; ñ)

の導出過程については，次節で説明する．また，pはトラックが一度コンテナを運

ぶことでコンテナ所有者から支払われる賃金を表し，cはトラック1台を動かすのに

かかる取引費用の総計とする．企業は利潤を最大にするように，ñ; pを決定する．

3.1.2 コンテナ所有者の基本行動モデル

コンテナをトラックに積載して配送するのに，コンテナ所有者が負担する運賃を

pと表す．これは，時間単位に換算したものである．vはコンテナがトラックを利用

することよって得られる効用を表す．
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いま，1つのコンテナが当該の市場を利用した場合，そのコンテナ所有者が得ら

れる効用は

U = v Ä pÄ T (ï; ñ) (3.2)

と表せる．T (ï; ñ)はコンテナの待ち時間で，導出過程は次節で説明する．

トラックを利用する可能性のあるコンテナの確率効用項 vが，区間 [0; v]上で確率

分布関数F (v)(確率密度関数f(v))に従って分布すると仮定する．ここに，vはコンテ

ナがトラックを利用することによって得られる効用の上限値である．この時，コン

テナ所有者はトラックを利用する効用が正となる場合にのみ，この市場でトラック

を利用することになる．したがって，この市場を利用するコンテナは，

T (ï; ñ) + p î v (3.3)

を満たすものである．潜在的コンテナの総数をHとすれば，トラックを利用するコ

ンテナ数hは

h = Hf1Ä F (T (ï; ñ) + p)g (3.4)

で表せる．個々のコンテナの市場への到着間隔が互いに独立な同一のポワソン到

着 (平均1=ó)に従うと仮定すれば，h個のコンテナによる平均到着率はï= hóと表せ

る．したがって，長期均衡におけるコンテナの到着率は

ïÉ= õf1Ä F (T (ïÉ; ñ) + p)g (3.5)

を満足するようなïÉに決定される10)．ここで，õ= óHである．

3.2 2重待ち行列モデル

本節では，トラックとコンテナがターミナルでマッチングされる様子を，二重待

ち行列モデルを用いて説明する．コンテナターミナルにおける市場では，単一の

窓口だけが整備されており，トラックとコンテナの双方が単一の待ち行列を形成

する．

市場を利用するコンテナの所有者は，他の市場のコンテナターミナルを利用す

ることも可能である．コンテナの所有者は，過去このターミナルでトラックを利用

した経験に基づいて，市場における平均的な待ち時間に関する情報を持っている．
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コンテナは市場に到着して，はじめてその市場における実際の待ちの状態を知る

ことができる．一度市場に到着したコンテナは，その市場から立ち去らないと仮

定する．

トラック企業もまた過去の経験を通じて平均的な待ち時間を知っている．ただし，

トラック企業は市場のトラックの待ち行列の状況を観察して，トラックを市場に参

入させるかどうかを決定することができ，トラックは，トラックの待ち行列が十分

長い場合は市場から直ちに立ち去るとする．トラック企業は，コンテナを運ぶこと

で正の利潤を得ることができる限り，トラックを市場に参入させるので，基本的に

ñï ïである．

トラックの待ち行列長上限値Mは，外生的に与えられるとする．またトラックは，

トラックを多数所有するトラック企業一社によって派遣されており，トラック企業同

士の市場競争は行われないとする．

トラック，あるいはコンテナが市場に到着した時点で，相手側に待ち行列が形成

されている場合には直ちにサービス取引は完了するが，取引相手が存在しない場

合には相手の到着を待たねばならない．また，サービス取引は瞬時に完了すると

仮定する．

3.2.1 2重待ち行列モデルの定式化

市場におけるトラックとコンテナの待ちの状態を状態変数mを用いて表す．m > 0

の場合はm台のトラックが待ち行列を形成している状況を，m < 0はm個のコンテ

ナが待ち行列を形成している状況を表す．サービスの取引は瞬時に終了すると仮

定すれば，トラックとコンテナの双方が同時に待ち行列を形成するという状態は

発生しない．双方に待ち行列が生じるような２重待ち行列モデルを利用すること

も可能であるが，本研究では，コンテナの一括取り扱い市場と，分離市場のサー

ビスの相違に焦点を絞るために，市場における混雑現象を考慮しないこととする．

一度市場に到着したコンテナは市場から立ち去らない．トラックの待ち行列長に

は上限Mが，外生的に与えられると仮定しているため，Ä1 î m î Mが成立する．

時刻 tで系の状態がmである確率をpt(m)とする．この時，状態方程式は

pt+Åt(M) = (1ÄïÅt)pt(M)

+(1ÄïÅt)ñÅtpt(M Ä 1) + o(Åt)! (3.6)
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pt+Åt(m) = (1ÄïÅt)(1ÄñÅt)pt(m) + (1ÄïÅt)

ÇñÅtpt(mÄ 1) + ïÅt(1ÄñÅt)pt(m + 1)

+o(Åt)! (m = Ä1;ÅÅÅ; M Ä 1) (3.7)

と表せる．ただし，o(Åt)! は微小項である．状態方程式 (3.6)，(3.7)の両辺をÅtで割

りÅt! 0の極限をとると，定常状態における状態方程式

Äïp(M) + ñp(M Ä 1) = 0 (3.8)

Ä(ï+ ñ)p(m) + ñp(mÄ 1)

+ïp(m + 1) = 0 (m = Ä1;ÅÅÅ;M Ä 1) (3.9)

を得る．ここで，p(m) (m = Ä1;ÅÅÅ; M)は定常状態においてトラックあるいはコン

テナの待ち行列長がmである定常確率である．ただし，定常解が存在するために

はñ> ïが成立しなければならない．
PM
m=Ä1 p(m) = 1が成立することを考慮すると

定常確率 p(m)は

p(m) = (1Äö)öMÄm (Ä1 îm îM) (3.10)

と表される．ここで，ö= ï=ñである．トラックとコンテナの平均到着率がñ; ïの時，

トラックとコンテナの平均待ち行列長は，それぞれ

E(m > 0 : ï;ñ) = M Ä
ö

1Äö
(1ÄöM ) (3.11)

E(m < 0 : ï;ñ) =
öM+1

1Äö
(3.12)

と表せる11)．トラックの平均待ち時間S(ï;ñ)，コンテナの平均待ち時間T (ï; ñ)は

S(ï;ñ) = E(m > 0 : ï;ñ)=ñ (3.13)

T (ï; ñ) = E(m < 0 : ï;ñ)=ï (3.14)

となる．トラックが市場に到着した際，待ち行列長がMに達している確率はp(M) =

1Äöと表される．

3.2.2 2重待ち行列と規模の経済性

式 (3:11),(3:12)より平均待ち時間長E(m > 0 : ï; ñ)，E(m < 0 : ï; ñ)は平均到着率ï; ñ

に関してゼロ次同次であり，任意のñ> ïï 0，í> 0に関して

E(m > 0 : ï;ñ) = E(m > 0 : íï; íñ) (3.15)
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E(m < 0 : ï;ñ) = E(m < 0 : íï; íñ) (3.16)

が成立する．つまり，コンテナとトラックの平均到着率が共にí倍となっても待ち行

列長は変化しない．

一方，式 (3:13)，(3:14)より，任意のñ> ïï 0，í> 0に関して

T (íï; íñ) <
1

í
T (ï; ñ) (3.17)

S(íï; íñ) <
1

í
S(ï; ñ) (3.18)

が成立する．すなわち，コンテナとトラックの平均到着率が共にí倍になれば，系全

体におけるコンテナとトラックの平均待ち時間は1
í
倍となり減少する．つまり，市

場に参入するコンテナとトラックの数が多くなればなるほど，市場が効率化して

いくという市場厚の経済性が表せる．

以上より，コンテナとトラックの双方の到着率が増加すればそれぞれの期待待ち

時間は減少することが分かる．そのような市場は，より多くのコンテナとトラッ

クが利用するようになる．そしてこのような市場では，コンテナあるいはトラック

の到着率の増加が市場取引を通じて互いに他方の到着率の増加をもたらすという

外部経済が存在している．このような外部経済性が，一方の到着率の増加（減少）

が他方の到着率の増加（減少）をもたらすというポジティブ・フィードバックとして

機能することになる．

3.3 国際標準統一市場

国際標準統一市場では，コンテナターミナルを利用するコンテナとトラックは，

国際標準規格に則ったものであるとする．すなわち，窓口は1つであると考える．

また，トラックは全て，トラック企業一社に所属しているとする．

3.3.1 トラック企業の行動

トラック企業は，トラックを制約なく所有しており，企業の利潤を最大にするよ

うに，トラックを市場に送り出す．送り出すトラックは一種類であり，トラックの到

着率はñである．到着するコンテナは一種類であり，コンテナの到着率をïと表す．

全てのトラックは，トラック企業から送り出されれば，待ち行列が最大長に満たな

い場合は，必ず待ち行列に並ぶと仮定する．トラック企業の利潤最大化行動は

max
ñ;p

ô= pïÄñS(ï; ñ)Äñc (3.19)
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と表せる．

3.3.2 コンテナ所有者の行動

コンテナとトラックが単一の窓口で待ち行列を形成するため，待ち行列は，ïと

ñの関数となる．そして，各タイプのコンテナの均衡状態は

ïÉ= õf1Ä F (T (ïÉ; ñ) + p)g (3.20)

を満足するようなïÉに決定される．そして効用は

U = v Ä pÄ T (ïÉ;ñ) (3.21)

と表される．

3.3.3 均衡解

トラック企業は，コンテナの到着率がïÉであるという制約条件の下で，利潤最大

化行動をとる．トラック企業の利潤最大化問題を，ラグランジェの未定乗数法を用

いて解く．また，トラックを利用する可能性のあるコンテナの確率効用項 vの確率

密度関数 f(v)は，一様分布であると仮定する．この仮定により

f(v) =
1

v
(3.22)

F (v) =
v

v
(3.23)

となる．

ラグランジェ関数は

†L = pïÄñS(ï;ñ)Äñc + ã[ïÄõf1Ä
1

v
(T (ï;ñ) + p)g] (3.24)

と表せる．トラック企業の利潤が最大となる点では

@L

@ï
= pÄñ

@S(ï; ñ)

@ï
+ ã(1 +

õ

v

@T (ï;ñ)

@ï
) = 0 (3.25)

@L

@ñ
= ÄS(ï;ñ)Äñ

@S(ï; ñ)

@ñ
Ä c +

õ

v
ã

@T (ï; ñ)

@ñ
= 0 (3.26)

@L

@p
= ï+ ã

õ

v
= 0 (3.27)

@L

@ã
= ïÄõf1Ä

1

v
(T (ï;ñ) + p)g = 0 (3.28)

の4つの式を満たすことが条件となる．つまり，この 4式を満たす (ïÉ; ñÉ，pÉ)が均衡

解となる．
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3.4 異なる規格が混在する市場

異なる規格が混在する市場では，市場を利用するコンテナが，タイプ1とタイプ

2という，2つの異なるタイプに分類できると考える．また，市場に来るトラックも，

タイプ1とタイプ2の 2つの異なるタイプがあると考える．コンテナは，自らのタイ

プに応じたタイプの窓口を利用することが義務付けられているとする．つまり，窓

口は 2つあり，タイプ1のコンテナとタイプ1のトラックが利用する窓口と，タイプ

2のコンテナとタイプ2のトラックが利用する窓口がある．

2つのタイプのコンテナは容量が同じであるが，コンテナの形が異なると仮定す

る．そのため，タイプ1のコンテナをタイプ2のトラックに積載することや，タイプ

2のコンテナをタイプ 1のトラックに積載することはできない．そして，2つのタイ

プのトラックは，同じ一つの会社に属しており，それぞれ別途に運賃を設定してい

ると考える．タイプk (k = 1; 2)のトラックが設定する運賃をpkと表す．運賃は時間

単位で表現されている．

3.4.1 トラック企業の行動

トラック企業は，タイプ 1とタイプ2のトラックを制約なく所有しており，企業の

利潤を最大にするように，それぞれのタイプのトラックを市場に送り出す．タイプ

k (k = 1; 2)のトラックの到着率をñk，タイプ i (i = 1; 2)のコンテナの到着率をïiと表

す．タイプ1のコンテナとトラックが利用する窓口と，タイプ2のコンテナとトラッ

クが利用する窓口があり，それぞれで待ち行列を作る．そして，トラック到着率を

ñ= ñ1 + ñ2，コンテナの到着率をï= ï1 + ï2とするような単一窓口の2重待ち行列モ

デルでサービス取引を表現できる．いずれのタイプのトラックもトラック企業から

送り出されれば，必ず待ち行列に並ぶと仮定する．企業の利潤の最大化行動は

max
ñ1;ñ2;p1;p2

ô= p1ï1 + p2ï2 Äñ1S(ï1;ñ1)Äñ2S(ï2; ñ2)Äñc (3.29)

と表せる．ここで，cはトラック1台を動かすのにかかる取引費用の総計とする．企

業は利潤を最大にするように，ñ1; ñ2; p1; p2を決定する．

3.4.2 コンテナ所有者の行動

コンテナ所有者は，どちらのタイプのコンテナも制限なく自由に使用できると

する．タイプ 1，タイプ 2どちらのコンテナも，容量が同じで形状だけが異なると仮
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定しているので，得られる効用は同じvであるとする．また，タイプ iのコンテナが

トラックに支払う賃金は，piであり，この市場では i = kであるので，pi = pkである．

いま，タイプ iのコンテナが当該の市場を利用した場合，効用は

Ui = v Ä pi Ä T (ïi; ñi) (3.30)

と表せる．そして，タイプ iのコンテナが市場を利用するためには

T (ïi; ñi) + pi î v (3.31)

が成立しなければならない．タイプ iの潜在的コンテナの総数をHiとすれば，トラッ

クを利用するコンテナ数hiは

hi = Hif1Ä Fi(T (ïi; ñi) + pi)g (3.32)

で表せる．個々のコンテナの市場への到着間隔が互いに独立な同一のポワソン到

着 (平均1=ói)に従うと仮定すれば，hi個のコンテナによる平均到着率はïi = hióiと表

せる．したがって，長期均衡におけるコンテナ iの到着率は

ïÉi = õif1Ä Fi(T (ïÉi ; ñi) + pi)g (i = 1; 2) (3.33)

を満足するようなïÉi (i = 1; 2)に決定される．ここで，õi = óiHiである．したがって，

運賃 pk (k = 1; 2)を与件とする場合の市場均衡は

ïÉ1 = õ1f1Ä F1(T (ïÉ1; ñ1) + p1)g (3.34)

ïÉ2 = õ2f1Ä F2(T (ïÉ2; ñ2) + p2)g (3.35)

を満足するïÉ1; ï
É
2により表せる．

また，このような分離市場では，コンテナの所有者は，期待効用の大きい方の市

場を選択する．そのため，どちらかの市場の期待効用が大きいと，そちらの市場

のみが利用され，他方の市場は，全く利用されないことになる．そのため，分離市

場が成立するには，長期的に

v Ä p1 Ä T1(ï1; ñ1) = v Ä p2 Ä T2(ï2; ñ2) (3.36)

となることが必要となる．
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3.4.3 均衡解

トラック企業は，コンテナの到着率がïÉi (i = 1; 2)であるという制約条件の下で，

利潤最大化行動をとる．トラック企業の利潤最大化問題を，ラグランジェの未定乗

数法を用いて解く．

また，トラックを利用する可能性のあるコンテナの確率効用項vi (i = 1; 2)の確率

密度関数 f(vi)は，一様分布であると仮定する．この仮定により

fi(vi) =
1

vi
(3.37)

Fi(vi) =
vi
vi

(3.38)

となる．

ラグランジェ関数は

†L = p1ï1 + p2ï2 Äñ1S(ï1; ñ1)Äñ2S(ï2;ñ2)Ä (ñ1 + ñ2)c

+ã[ï1 Äõ1f1Ä
1

v1
(T (ï1;ñ1) + p1)g]

+å[ï2 Äõ2f1Ä
1

v2
(T (ï2;ñ2) + p2)g]

+çfp1 Ä p2 + T1(ï1;ñ1)Ä T2(ï2; ñ2)g (3.39)

と表せる．トラック企業の利潤が最大となる点では

@L

@ï1
= p1 Äñ1

@S(ï1; ñ1)

@ï1
+ ã(1 +

õ1
v1

@T (ï1; ñ1)

@ï1
) + ç

@T (ï1;ñ1)

@ï1
= 0 (3.40)

@L

@ï2
= p2 Äñ2

@S(ï2; ñ2)

@ï2
+ å(1 +

õ2
v2

@T (ï2; ñ2)

@ï2
) + ç

@T (ï2;ñ2)

@ï2
= 0 (3.41)

@L

@ñ1
= ÄS(ï1; ñ1)Äñ1

@S(ï1;ñ1)

@ñ1
Ä c +

õ1
v1

ã
@T (ï1;ñ1)

@ñ1
+ ç

@T (ï1; ñ1)

@ñ1
= 0 (3.42)

@L

@ñ2
= ÄS(ï2; ñ2)Äñ2

@S(ï2;ñ2)

@ñ2
Ä c +

õ2
v2

å
@T (ï2;ñ2)

@ñ2
+ ç

@T (ï2; ñ2)

@ñ2
= 0 (3.43)

@L

@p1
= ï1 + ã

õ1
v1

+ ç= 0 (3.44)

@L

@p2
= ï2 + å

õ2
v2
Äç= 0 (3.45)

@L

@ã
= ï1 Äõ1f1Ä

1

v1
(T (ï1;ñ1) + p1)g = 0 (3.46)

@L

@å
= ï2 Äõ2f1Ä

1

v2
(T (ï2;ñ2) + p2)g = 0 (3.47)

@L

@ç
= p1 Ä p2 + T1(ï1; ñ1)Ä T2(ï2;ñ2) = 0 (3.48)
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の9つの式を満たすことが条件となる．内点解の場合，この 9式を満たす (ïÉ1; ï
É
2;ñ

É
1; ñ

É
2; p

É
1; p

É
2)

が均衡解となる．また，市場を利用する可能性のあるコンテナの確率効用項vの上

限viを，市場利用の際のコンテナの待ち時間と輸送賃の和が上回るとき，つまり

vi î T (ïi; ñi) + pi (i = 1; 2)のときは，ïi = 0となる．そのため，ï1 = ïかつ ï2 = 0，も

しくはï1 = 0かつï2 = ïとなる端点解も均衡解となる可能性もある．

ï1 = ïかつ ï2 = 0のとき，ñ2 = 0，p2は不定となり，ñ1 = ñ．このときラグランジェ

関数は

†L1 = p1ïÄñS(ï;ñ)Äñc + ã[ïÄõ1f1Ä
1

v1
(T (ï; ñ) + p1)g] (3.49)

となる．そして

@L1
@ï

= p1 Äñ
@S(ï;ñ)

@ï
+ ã(1 +

õ1
v1

@T (ï; ñ)

@ï
) = 0 (3.50)

@L1
@ñ

= ÄS(ï; ñ)Äñ
@S(ï;ñ)

@ñ
Ä c +

õ1
v1

ã
@T (ï; ñ)

@ñ
= 0 (3.51)

@L1
@p1

= ï+ ã
õ1
v1

= 0 (3.52)

@L1
@ã

= ïÄõ1f1Ä
1

v1
(T (ï; ñ) + p1)g = 0 (3.53)

の4つの式を満たすことが条件となる．つまり，この4式を満たす (ïÉ1 = ïÉ;ñÉ1 = ñÉ

，pÉ1)が端点解の均衡解となる．

ï1 = 0 かつ ï2 = ïのとき，ñ1 = 0，p1は不定となり，ñ2 = ñ．このときラグランジェ

関数は

†L2 = p2ïÄñS(ï;ñ)Äñc + ã[ïÄõ2f1Ä
1

v2
(T (ï; ñ) + p2)g] (3.54)

となる．そして

@L2
@ï

= p2 Äñ
@S(ï;ñ)

@ï
+ ã(1 +

õ2
v2

@T (ï; ñ)

@ï
) = 0 (3.55)

@L2
@ñ

= ÄS(ï; ñ)Äñ
@S(ï;ñ)

@ñ
Ä c +

õ2
v2

ã
@T (ï; ñ)

@ñ
= 0 (3.56)

@L2
@p2

= ï+ ã
õ2
v2

= 0 (3.57)

@L2
@ã

= ïÄõ2f1Ä
1

v2
(T (ï; ñ) + p2)g = 0 (3.58)

の4つの式を満たすことが条件となる．つまり，この4式を満たす (ïÉ2 = ïÉ;ñÉ2 = ñÉ

，pÉ2)が端点解の均衡解となる．
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4 市場間比較

4.1 数値計算

国際標準統一市場と，異なる規格が混在する市場のそれぞれにおいて，企業は

利潤が最大となるように，トラックのコンテナ輸送運賃と，トラックの到着率を決

定する．それらは，3章で示した条件を満たすのであるが，これらを解析的に解く

のは非常に困難である．そこで，以下のようにv; v1; v2; õ; õ1;õ2; cに数値を代入して，

数値計算をする．

まず，国際標準統一市場で，基本ケースとして，v = 5:0; õ= 5:0; c = 0:50と仮定す

る．ñï ïに留意する．表‐１にはMを1～3としたときのそれぞれのp;ñ; ï;ôを記載

している．表より，トラックの最大待ち行列長Mを増加すると，均衡状態での輸送

賃pとトラックの到着率ñは減少し，コンテナの到着率ïは増加する．そして，トラッ

ク企業の利潤は減少することが分かる．

次に，異なる規格が混在する市場で，潜在的コンテナ総数は，国際標準統一市場と

同じであるので，õ= õ1+õ2となることに留意して．v1 = v2 = 5:0;õ1 = õ2 = 2:5; c = 0:50

と仮定する．つまり，2つのタイプのコンテナは全く同じ性質であると仮定する．

この仮定の結果，ï1 = ï2となる．

ñ1 ï ï1; ñ2 ï ï2に留意する．表‐２にはMを以下のように外生的に与えた時の

それぞれの p1; p2; ñ1; ñ2;ï1;ï2;ôを記載している．仮定よりï1 = ï2であるが，p1 = p2，

ñ1 = ñ2のときに，企業の利潤が最大となっている．表より，トラックの最大待ち行

列長Mを増加すると，均衡状態での輸送賃p1; p2とトラックの到着率ñ1;ñ2は減少し，

コンテナの到着率ï1; ï2は増加する．そして，トラック企業の利潤は減少することが

分かる．

トラック企業は利潤が最大となるように，コンテナ輸送賃と，トラック到着率を

決定する．また，トラック企業は，2つの市場のどちらに参入するかを自由に選べ

るとすると，期待利潤の高い市場に参入することになる．国際標準に適合させる

のに企業が負担する固定費用をFCとすると，基本ケースの仮定の下では，M = 1

ならFC î 1:05（cの 2.1倍），M = 2ならFC î 1:55（cの3.1倍），M = 3ならFC î 2:20

（cの 4.4倍）の時には，トラック企業は固定費用FCを払ってでも国際標準統一市場

を選ぶ．ただし，この固定費用は一度支払えば良いものであり，技術革新によるコ

ンテナの標準の更新スピードは遅いので，長期的にみれば，この投資は，埋没費



-18-

用と見なすことができ，2つの市場の比較では，考慮に入れる必要はない．

4.2 社会厚生の定義

ここで，2つの市場におけるトラック企業の利潤や，コンテナ所有者のトラック利

用による効用，社会厚生を比較するため，それらを確認，或いは定義しておこう．

国際標準統一市場では，企業の利潤は

ô1 = pïÄñS(ï; ñ)Äñc (4.1)

であり，コンテナ所有者が1つのコンテナをトラックを使って輸送することで得ら

れる効用は

U1 = v Ä pÄ T (ï; ñ) (4.2)

と表せる．この市場を利用し，トラックで輸送される全コンテナの総効用は

AU1 = (v Ä pÄ T (ï;ñ))ï (4.3)

である．コンテナ所有者の獲得する効用が，金銭タームで表現されていることに

留意しよう．このとき，トラック企業の利潤と，全コンテナの総効用の合計である，

社会厚生は

SW1 = pïÄñS(ï; ñ)Äñc + (v Ä pÄ T (ï;ñ))ï (4.4)

である．

異なる規格が混在する市場では，企業の利潤は

ô2 = p1ï1 + p2ï2 Äñ1S(ï1;ñ1)Äñ2S(ï2; ñ2)Äñc (4.5)

であり，それぞれのタイプのコンテナ所有者が1つのコンテナをトラックを使って

輸送することで得られる効用は

U21 = v Ä p1 Ä T (ï1; ñ1) (4.6)

U22 = v Ä p2 Ä T (ï2; ñ2) (4.7)

と表せる．この市場を利用し，トラックで輸送される全コンテナの総効用は

AU2 = (v Ä p1 Ä T (ï1;ñ1))ï1 + (v Ä p2 Ä T (ï2; ñ2))ï2 (4.8)



-19-

であり，トラック企業の利潤と，全コンテナの総効用の合計である，社会厚生は

SW2 = p1ï1 + p2ï2 Äñ1S(ï1; ñ1)Äñ2S(ï2;ñ2)Äñc

+(v Ä p1 Ä T (ï1; ñ1))ï1 + (v Ä p2 Ä T (ï2; ñ2))ï2 (4.9)

である．

4.3 比較

ここで，外生的にM = 1と与えられる場合の 2つの市場を比較してみる．上節で

は，õの値を 2.5と仮定した．õ= óHであり，潜在的コンテナ利用者の総数Hに依存

する．そこで，õを変化させて，2つの市場でのトラック企業の利潤や，社会厚生が，

どう変化するかを検証する．

õを変化させた時の，国際標準統一市場でのトラック企業の利潤から，異なる規格

が混在する市場でのトラック企業の利潤を引いた差分ô1 = ô2の変化の様子を，図－

１に表す．図にあるように，õを大きくするに従って，差分は大きくなる．つまり，

潜在的にトラックを利用するコンテナの総数の増大に伴って，トラック企業が国際

標準統一市場を選択するインセンティブは増加する．これは，潜在的なコンテナの

数が増加すれば，より市場厚の経済性が働くため，一括で扱う市場の優位性が大

きくなることによる．

さらに，õを変化させた時の，国際標準統一市場での総効用から，異なる規格が

混在する市場での総効用を引いた差分AU1 Ä AU2の変化の様子を，図－２に表す．

社会厚生については，õを変化させた時の，国際標準統一市場での社会厚生から，

異なる規格が混在する市場での社会厚生を引いた差分SW1 ÄSW2の変化の様子を，

図－３に表す．ここでvは確率効用項であり，確率分布関数F (v)に従って分布する．

そして，一様分布を仮定しているので，このコンテナターミナルを利用するコン

テナ所有者が得られる効用vは，国際標準統一市場では v = (v + T (ï; ñ) + p)=2，異な

る規格が混在する市場ではvi = (vi + T (ïi; ñi) + pi)=2 (i = 1; 2)となる．

どちらの図もõの増加に伴なって，差分も増加する．つまり，潜在的にトラックを

利用するコンテナの総数の増大に伴って，異なるコンテナを一括に扱う市場を選

択するインセンティブの増加は，トラック企業だけではなく，コンテナ所有者側に

も働くことが分かる．これは，コンテナの総数の増加がもたらす市場厚の効果が，

元々市場厚である，国際標準統一市場の方に，より発揮されるためである．
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これらから，コンテナの利用数が多く見込まれる港湾などでの荷役場ほど，異

なるコンテナを一括に扱う市場の方が，経済的効率性が高いことが示された．よ

り多くの利用を見込める港湾では，多額の費用を投資してでも，異なる規格のコ

ンテナを一括に扱える市場にしていくことが社会的に望ましいという，国際貨物

輸送におけるコンテナの標準化の効果が，市場厚の経済性として表現できた．た

だし，このモデルは，タイプの異なるコンテナとトラックのミスマッチングは起こ

らないことが前提となっている．ミスマッチングを考慮に入れると，国際標準統一

市場では，ミスマッチングの不経済が発生するため，この市場のほうが，社会的に

望ましいものであるとは，一概には言えない．
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5 おわりに

コンテナとトラックがサービス取引を行う市場では，より多くのトラックとコン

テナが集中することにより，サービス取引が効率化されるという市場厚の経済性

が働く．本研究では，国際物流のボトルネックとなる，コンテナターミナルにおい

て，従来のサービス取引の状況と，国際標準化した場合のその状況を比較するた

め，市場厚の経済性を考慮したモデルを定式化した．

3では，トラックとコンテナの行動を，二重待ち行列を用いてモデル化し，国際

標準統一市場と，異なる規格のコンテナを別々に扱う市場での，トラック企業の行

動と，コンテナ所有者の行動の均衡状態を定式化した．

4では，具体的に数値計算することで，均衡状態でのトラックのコンテナ輸送賃

や，トラックの到着率，コンテナの到着率を求めた．そして，潜在的なコンテナの

数の変化によって，2つの市場の状態がいかに変化するかを考察した．

その結果，コンテナの標準化の効果が，市場厚の経済性として表現でき，より多

くの利用を見込めるハブ港湾では，多額の費用を投資してでも，異なる規格のコ

ンテナを一括に扱える市場にしていくことが社会的に望ましいという結論が得ら

れた．

今後，現実的な国際物流市場を考えていくうえでは，いくつかの課題が残され

ている．第1に，本研究では，タイプの異なるコンテナとトラックのミスマッチング

は考慮に入れていないが，実際には，国際標準統一市場では，ミスマッチングの不

経済が発生する可能性が高く，これを考慮に入れることが必要であろう．第2に本

研究ではトラック企業は1社であると仮定したが，実際には，コンテナターミナル

市場に参入してくるトラック企業は，複数あり，それらの間での均衡状態が発生す

る．第3に，コンテナのタイプは，実際には数十種類あり，大きさも大きく分けて

3種類ある3);4)．そのため，本研究では，コンテナは容量が同じで，形が異なると仮

定したが，実際には，大きいコンテナに少しだけ荷物を積んで輸送するといったこ

とも起こる点を議論しなければならないだろう．

最後に，本研究では空間上に設置された１つのスポット市場におけるトラックと

コンテナのサービス取引に関する部分均衡モデルを開発した．国の政策として，

国際標準コンテナの問題に取り組むためには，国際的な市場全体を視野に入れて

議論する必要がある．
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表‐１：国際標準統一市場での
トラック企業の利潤最大化の最適解

2.332.133.132.55M=3

2.762.103.352.58M=2

3.052.053.652.59M=1

πλμp

表‐２：異なる規格が混在する市場での
トラック企業の利潤最大化の最適解

0.1301.061.622.37M=3

1.211.041.772.46M=2

2.001.002.002.50M=1

πλ1=λ2μ1=μ2p1=p2
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図－１ σとトラック企業の利潤の市場間差分の関係
横軸：σ，縦軸：π1－π2
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図－２ σと市場間の総効用の差分の関係
横軸：σ，縦軸：AU1－AU2
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図－３ σと市場間の社会厚生の差分の関係
横軸：σ，縦軸：SW1－SW2
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